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研究成果の概要（和文）： 

目的：４か月児健康診査（以下、「４か月」とする）、１歳６か月（以下、「18か月」とする）

における母親の育児不安とその関連要因を明らかにするとともに、都市部と郡部の育児の違い

を明らかにすることで、乳児からの育児支援の方法について検討する基礎資料を得ることを目

的とする。 

調査方法：調査対象は A 市（以下、「郡部」とする）の平成 20 年 7 月～12 月生まれの児を持

つ母親とした。調査方法は健診の問診票を送付時に本調査の調査票を同封してもらい、健診時

に回収した。育児不安得点を平均点により２分して比較した。 

結果：調査の回収は４か月 107 名（回収率 97.3％）、18 か月 103 名（回収率 92.8％）であっ

た。４か月において、育児不安が強い群の方が、児への気持ち得点、母性意識得点は、有意に

否定的であった。育児で心配なことも育児不安が強い群の方が有意に心配なことが多かった。

郡部と都市部を比較すると、育児不安得点は、郡部の方が都市部より低かった。児への気持ち

得点は、郡部の方が都市部より子どもへの否定的感情が弱かった。 

４か月と 18 か月の育児不安得点との相関をみたところ、4か月時に育児不安がある母親は 18

か月時点でも有意に育児不安があった。18か月において、育児不安が強い群の方が夫の育児参

加や話しすることが有意に少なかった。 

まとめ：４か月で育児不安がある母親は 18 か月でも育児不安があることが多いことより、乳

児期早期からの育児支援の必要性が示唆された。さらに、育児不安の状況は地域により異なる

ことより、各地域の状況に応じた育児支援対策を行うことが必要である。 

 

研究成果の概要（英文）： 

Purpose: This study is to gain the basic data in order to consider the method of child 

care support by clarifying mother’s childrearing anxiety and its related factors at 

health questionnaires of 4-month-old infants (4 month) and one year and 6-month-old 

(18 month) infants as well as clarifying the difference of childrearing in city and 

county. 

Method: We selected mothers who has infant born from July to December 2008 in A 
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county as objects of research. Questionnaire of this study was sent with health 

questionnaire in advance and turned in when health checkup was conducted. 

Childrearing anxiety score was divided in two by the average score and then compared. 

Result: Valid responses were obtained 107 people (97.3%) of 4 month and 103 people 

(92.8%) of 18 month. At 4 month, there was significant score in regard to the group of 

mothers with strong childrearing anxiety in “Feelings for infant” and “Motherhood”.  

Concerning childrearing anxiety, there was lower score in regard to the group mothers 

living in county compared with the group of mothers in city. Besides, mothers in county 

had less negative feelings to infant than mothers in city.  

After verifying the correlation, mothers had childrearing anxiety not only at 4 month, 

but also at 18 month significantly. At 18 month, the group of mothers with strong 

childrearing anxiety gained significantly less cooperation and communication from 

their husbands.  

Conclusion: Necessity of early childrearing support is suggested by the result of this 

study. Moreover, because the childrearing anxiety is different in each community, it is 

necessary to consider the childrearing support measures according to local conditions. 
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１．研究開始当初の背景 

児童相談所における児童虐待(以下、「虐

待」とする)に関する相談件数は、年々急激

な増加を示し平成 21年度には約 44,000件と

なっている。さらに、平成 16 年から市町村

も児童相談所の通告先となり平成 20 年度に

おける虐待相談件数は約 53000件となってい

る。また、厚生労働省で実施された虐待によ

る死亡事例の分析（平成 22 年 7 月に報告）

において、事例の多くは乳幼児で、虐待によ

る死亡を防止するには乳幼児期の支援が重

要とされている１）。しかし、虐待が発生し

た後に被虐待児や養育者への支援を行うだ

けでは虐待を防止することができない。虐待

が発生する前に予防的に関わること賀必要

である。虐待は育児の問題が最も悲惨な状況

に陥った状況であり、予防的に関わるには育

児を中心に支援していくことが有効とされ

ている。そこで、全国で実施されている乳幼

児健康診査（以下、「健診」とする）を活用

して、育児支援について検討する資料を得る

ことを目的に研究を行った。 



 

２．研究の目的 

本研究は以下のことを明らかにし、乳児早

期からの育児支援の方法について検討する

基礎資料を得ることを目的とする。 

(１)４か月児健康診査（以下、「４か月」と

する）、１歳６か月（以下、「18か月」とす

る）の時期にわたる縦断研究で、各年齢にお

ける母親の育児不安とその関連要因の実態

を明らかにする。 

(２)４か月、１歳６か月時点の母親の育児不

安の変化の実態を明らかにする。 

(３)都市部と郡部の育児の違いを明らかに

する。 

 

３．研究の方法 

郡部の調査の対象は A 市（以下、「郡部」

とする）の協力を得て、平成 20 年 7 月～平

成 20 年 12 月生まれの児を持つ母親とした。

４か月の対象は 110名であった。 

調査項目は、属性、夫(パートナー)の状況

として育児への参加、家事への協力、育児方

針等を、子どもの状況として健康状態、発

育・発達状態、けが、心配なこと等を、育児

の状況として手伝ってくれる者、相談者、手

助けの満足度等を、母親の状況として子育て

に関する気持ち、児への気持ち得点、母性意

識、サービス利用状況等とした。 

調査時期は４か月及び 18か月（A市では１

歳８か月の時点で実施）の縦断調査とする。 

調査方法は健診の問診票を送付時に本調

査の調査票を同封してもらい、健診時に回収

した。 

 子育てに関する気持ち得点は 12 項目から

構成され、得点範囲は 1 点から 48 点で、得

点が高いほど育児不安が強い状況（以下、「育

児不安得点」とする）を示している。児への

気持ち得点は 10 項目から構成され、得点範

囲は 0 点から 30 点で、得点は高いほど子ど

もへの気持ちが否定的とされている。 

母性意識得点は 6項目から構成され、得点

範囲は 1 点から 24 点で、得点が高いほど母

親であることを肯定的に捉えている。EPDSは

10 項目から構成され、得点の範囲は 0点から

30 点に分布し､9 点以上を産後うつの可能性

が疑われ支援が必要とされている。 

 育児不安得点、児への気持ち得点、母性意

識得点は平均点で２分し、育児不安の程度に

より比較した。 

なお、調査を実施するにあたっては、和歌

山県立医科大学倫理委員会の承認を得て行

った。 

 
４．研究成果 

１）結果 

調査の回収は４か月では 107 名（回収率

97.3％）、18 か月健診では 103 名（回収率

92.8％）であった。 

１）４か月における属性 

属性を表１に示す。母親の年齢、家族構成、

職業の有無、出生順位、出生時体、妊娠中の

体調、現在の体調、EPDSのいずれも両群で差

は無かった。 

 

 

 

２）４か月における育児状況 

 育児状況を表２に示す。児への気持ち得点、

母性意識得点は、育児不安が強い群の方が否

定的であった。育児で心配なことも育児不安

が強い群の方が心配なことが多かった。手伝

表１　対象者の属性
％

強い（n=35） 弱い（n=53）
母親の年齢 20代以下 42.9 47.2
家族構成 核家族 77.1 81.1
職業 あり 31.4 26.4
出生順位 第１子 41.2 50.9
出生時体重 2500g未満 11.4 3.8
妊娠中体調 順調でない 14.3 7.5
現在の体調 不良 2.9 1.9
EPDS 9点以上 14.3 5.9



ってくれる人、育児の相談者、助けてくれた

人、サービスの利用については、両群で差は

無かった。 

 

 

 

３）４か月における郡部と都市部の比較につ

いて 

郡部と都市部の比較を表３に示す。都市部

の調査は上野らの調査結果を用いた２）。育

児不安得点は、郡部の方が都市部より低かっ

た。児への気持ち得点は、郡部の方が都市部

より子どもへの否定的感情が弱かった。母性

意識得点は、郡部と都市部は同程度であっ

た。EPDSによる産後うつの可能性が疑われる

「9 点以上」は、9 人(10.3％)であった。同

時期の都市部の調査は 9.3％で、郡部と都市

部はほぼ同程度であった。 

 

 

 

４）育児不安の４か月と 18 か月の関連 

 ４か月と 18 か月の育児不安得点との相関

をみたところ、相関係数 0.66（**:＜0.01）

で、4か月時に育児不安がある母親は 18か月

時点でも有意に育児不安があった。 

５）18か月における育児の状況 

育児状況を表４に示す。夫の育児参加、夫

と育児について話をすることは、育児不安が

強い群の方が育児参加や話しすることが少

なかった。児の通院、母の体調、手伝ってく

れる人、育児の相談者、助けてくれた人、話

しができる人については、両群で差は無かっ

た。  

 

 

 

２）考察 

(１）４か月の育児の状況について  

 育児不安が強い群は児への気持ち、母性意

識が否定的であり、育児で心配なことが多か

った。原田による調査では、育児不安の原因

として具体的な心配事が多いことがあげら

れており 6)、本調査の結果と同様であった。

また、育児不安が強いことで、児へ否定的な

気持ちや母性意識が否定的になったりする

のか、児への否定的な気持ちや母性意識が否

定的なことが、育児不安を強くしているか不

明であるが、母親自身の気持ちと児への気持

ちは関連していることは明らかになった。育

児不安に早期に対応することが、児への気持

ちの改善に繋がると推測される。 

郡部と都市部との比較では郡部の方が、育

児不安が低く、子どもを肯定的にとらえてい

ることがわかった。育児不安は産後医療機関

から退院後から１か月の時も最も強いとさ

れている 6)が、その程度は地域により異なる

ことが示唆された。地域毎の状況を把握した

上で、その地域の状況に応じた育児支援対策

表２　４か月の育児の状況
％

強い 弱い
（n=35） （n=53）

児への気持ち得点 否定的 48.5 12.0 ***
母性意識得点 否定的 64.7 27.5 **
育児で心配なこと あり 65.7 41.5 *
手伝ってくれる人 なし 5.7 7.8
育児の相談者 なし 0.0 0.0
助けてくれた人 なし 0.0 0.0
サービスの利用 なし 48.0 37.0
*:p<0.05、**:p<0.01、***:p＜0.001

表３　４か月の郡部と都市部の比較

郡部（n＝107） 都市部（n＝554）
育児不安得点 20.10±6.179 21.3±6.7
児への気持ち得点 1.66±2.105 1.8±2.6
母性意識得点 20.30±3.138 20.0±3.4
EPDS得点 3.32±4.183 3.2±3.9
　　9点以上 9.7% 9.3%

表３　４か月の郡部と都市部の比較

郡部（n＝107） 都市部（n＝554）
育児不安得点 20.10±6.179 21.3±6.7
児への気持ち得点 1.66±2.105 1.8±2.6
母性意識得点 20.30±3.138 20.0±3.4
EPDS得点 3.32±4.183 3.2±3.9
　　9点以上 9.7% 9.3%



を行う必要性がある。 

（２)18か月について 

4か月と 18か月の育児不安得点との相関を

みたところ、4 か月時に育児不安がある母親

は 18か月時点でも有意に育児不安があった。  

すなわち４か月の育児不安が 18 か月でも継

続していることが示唆される。したがって、

一端育児不安が強くなると、強力な支援を行

わなければ育児不安が解消されないと考え

られる。 

18 か月において、育児不安が強い群の方が

夫の育児参加や話しすることが有意に少な

かった。本調査は 4 か月では夫の協力につい

て調査を行わなかったが、原田による調査で

は、育児不安と夫の育児参加・協力得られな

いこととの相関は４か月では認められなか

ったが、児の月齢とともに相関が高くなって

いることが明らかになっており 6)、本調査の

結果と同様であった。 

本調査より、４か月で育児不安がある母親

は 18 か月でも育児不安があることが多いこ

とより、乳児期早期からの育児支援の必要性

が示唆された。さらに、育児不安の状況は地

域により異なることより、各地域の状況に応

じた育児支援対策を行うことが必要である。 
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